
ManyregionalconflictshaveoccurredintheAfricancontinent
sincethecollapseofthecoldwar.Almostalloftheseconflicts
havebeeninternalwars,comparedwithinternationalwarsin
theperiodofthecoldwar.Therefore,theUnitedNationsand
OrganizationofAfricanUnityhavelefttheresolutionstore-
gionalorganizations.
Theaimofthisarticleistoclarifytheroleandlimitofthe
SouthernAfricanDevelopmentCommunity（SADC）tomedi-
ateregionalconflictsinSouthernAfrica.Thefirstchapter
dealswiththecharacteroftheSADCasaregionaleconomic
cooperationorganization.Thesecondchaptertreatsthecrea-
tionandthenormoftheSADCOrganforPolitics,Defence
andSecurityasaregionalsecurityorganization.Thethird
chapterexaminesthemediationoftheSADCintheconflicts
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Congo.ThefinalchapterreferstothelimitoftheSADCto
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はじめに

南部アフリカでは1960年代以降、民族独立を目指す解放闘争が続き、南

部アフリカ諸国は次々と独立を達成し、最後のナミビアが90年3月に独立

してかつての植民地は全て独立した。この時期は冷戦期で、東西勢力が南

部アフリカ解放闘争に深く介入したという経緯がある。国際法上は1910年

の南ア連邦の成立によって独立国となった南アフリカ共和国（61年共和国

に移行、以下、南ア共和国と略）では白人支配が続いたが、94年4月の南ア

史上初めての全人種参加の選挙によりマンデラ（NelsonMandela）政権

が誕生し、アパルトヘイト体制は崩壊した。

これによって南ア共和国とその他の南部アフリカ諸国の対立は終わり協

調の時代に入った。すなわち、政治の時期から経済建設の時期に入ったと

いえる。しかし、一方では冷戦終結によって東西勢力の傘がなくなり、南

部アフリカの安全保障上、いわば「空白」地帯が生じたことも事実である。

また、冷戦終結の影響は南部アフリカにも及び、一党制から複数政党制へ、

軍政から民政へ、マルクス・レーニン主義放棄へと「政治的民主化」現象

が起こり、1990年代を通して王政の続くスワジランドを除き南部アフリカ

諸国で複数政党制下の選挙が次々と実施されていった。しかし、このこと

はそれまで抑えられてきた反政府勢力の台頭を促し政治的不安定を惹起し

た。すなわち、植民地支配に対する解放闘争に代わる国内紛争の多発であ

る。具体的にはアンゴラ内戦の継続、レソトの国王クーデター、スワジラ

ンドの王政に対する反対運動、コンゴ民主共和国の内戦などである。

冷戦終結によって先進諸国のアフリカへの関心は失われ、これら国内紛

争の解決は現在地域機構のイニシャチブにまかされている。南部アフリカ

では1980年に地域経済協力を目的に南部アフリカ開発調整会議（Southern
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AfricanDevelopmentCoordinationConference:SADCC）が結成され、92年によ

り緊密な共同市場を目指す南部アフリカ開発共同体（SouthernAfrican

DevelopmentCommunity:SADC）に改組した。このSADCが主体となっ

て前述した「空白」を埋めるため96年にSADC政治、防衛、安全保障機

関（SADCOrganforPolitics,DefenceandSecurity,以下、SADC機関と略）が設

立された。

本稿では、南部アフリカの国内紛争の解決にSADC機関が有効に機能

しているか否かを明らかにすることを目的とし、以下、第1章では地域経

済協力機構としての SADCの性格、第2章では安全保障機構を目指す

SADC機関の性格を明らかにし、ついで第3章で前述した南部アフリカ

諸紛争にSADC機関がいかに機能したかを具体的に検討する。そして終

章で、地域の国内紛争に対するSADC機関の役割と限界を明らかにする。

第1章 地域経済協力機構としての SADC

ジンバブエ民族解放闘争支援を目的に1975年に結成された前線諸国

（FrontlineStates：FLS,タンザニア、ザンビア、ボツワナ、モザンビーク、アン

ゴラの5�国から成る）は、79年5月にボツワナの首都ガボローンで外相会

議を開き、「新生国家の政治的独立は経済的自立なしにはあり得ない」と

いう認識に立ち、同年7月にタンザニアのアルーシャでFLS首脳が南部

アフリカ地域経済機構結成について協議した。その協議に基づき翌80年4

月にザンビアの首都ルサカで、FLSのほか、マラウイ、レソト、スワジ

ランド、それに同年独立したばかりのジンバブエの首脳が集まり、「南部

アフリカ 経済的解放に向けて」宣言を満場一致で採択した。同宣言の

中でSADCCの目的として、�南ア経済支配からの脱却、�平等な立場

での地域統合、�国別または地域ベースの開発政策実施のための地域資源

の動員、�国際協力の確保、があげられた
（1）。その目的を遂行するため行

動計画として以下の7部門（カッコ内は地域計画作成担当国）が決められた（2）。

�運輸・通信（モザンビーク）、�家畜口蹄病の撲滅と半乾燥地域農業の研
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究（ボツワナ）、�工業開発（タンザニア）、�エネルギー開発（アンゴラ）、

�南部アフリカ開発基金（ザンビア）
（3）、�食糧安全保障（ジンバブエ）、�

人的資源開発（スワジランド）である。

ついでSADCCの機構整備のための話し合いが、翌1981年7月にジン

バブエの首都ソールズベリ（翌82年4月ハラレと改名）で行われ、�首脳会議

（SADCCの最高機関で年1回開催、決議は満場一致）、�閣僚会議（関係閣僚各1

名より構成され、業務計画の実質的調整・監督を行う。通常年3回開催、決議は満

場一致）、�部門別委員会、�常設事務委員会（ガボローン）、�事務局が設

置された。その他、外国からの援助獲得を目的に、年1回加盟国とドナー・

国際金融機関との援助国会合が加盟国間の持ち回りで開かれることになっ

た。

このようにSADCCは加盟国の平等な立場での協力により、具体的に

は地域全体の計画策定と調整は前記部門別に1国が担当するが、その際他

の加盟国の関係省庁がそれに協力するという形を採った。これによって加

盟国はその主権を失わず、また、後身の南部アフリカ開発共同体のように

国際協定もなく、緩やかな形の地域機構として発足した。

発足後の最初の7年間、SADCCは主に地域の運輸・通信網の修復・整

備に重点を置いたが、その理由は内陸国の多いSADCCにとって1980年

代に激化した南ア共和国の不安定化工作（Destabilization）（4）による運輸・

通信網の破壊活動に対抗することが焦眉の問題であったからである。しか

し、87年の第8回SADCC会議（ガボローン）で、重点は地域の生産拡大、

域内貿易の拡大に移された（5）。

SADCC創立10周年にあたる1990年の第11回SADCC会議（ルサカ）で、

冷戦終結の南部アフリカへの影響として、�東欧の政治変動による西側諸

国の対アフリカ援助・投資の削減、� EC統合市場の成立とアメリカ・カ

ナダの自由貿易協定の影響など国際情勢の変化について討議され、また90

年2月のデクラーク（FrederikWillem deKlerk）南ア共和国大統領の議会

演説を南ア民主化の第1歩として受け止めた（6）。

更に1991年の第12回SADCC会議（アルーシャ）では、南ア共和国のア
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パルトヘイト体制が崩壊しつつあるという認識の下に、ポスト・アパルト

ヘイト期の南部アフリカ地域機構の調整・再編が話し合われ、ムガベ

（RobertMugabe）ジンバブエ大統領の民主化した南ア共和国のSADCC加

盟を歓迎するという発言も行われた（7）。勿論、この発言の背景には、今後

SADCCに対する西側諸国の援助・投資の削減が予想される以上、地域の

経済大国である南ア共和国との協調は不可欠であるという認識があった。

このような国際情勢の変化、特に南ア共和国の民主化の動きを受けて、

SADCCは1992年8月にナミビアの首都ウィンドフークで開かれた第13回

会議で、「南部アフリカ開発共同体に向けて」宣言（8）を採択し、同時に全4

4条から成る「協定」（9）を締結し、より緊密な経済関係を目指す共同市場へ

と改組した。

同宣言の中で、SADCCの目的であった南ア共和国への経済依存の縮小

や経済統合への動きは緩慢であったが、地域の一体性や運命共同体観を創

出したことが最大の功績で、この間、南部アフリカは政治面では民主主義

と国民参加を確立し、経済面では効率性、競争性を導入しつつあると自己

評価した。さらに南ア共和国ではアパルトヘイトが終わり、新生南ア共和

国が同地域の黒人多数支配国家の一員に加わるのは時間の問題であるとし

た。これによって今までの紛争と対立の時代は終わり協力の時代に入った。

このことが今後の開発の前提条件となり、一層緊密な地域協力が可能となっ

たとし、以下の諸原則に基づく新たな協力の枠組みを提示した（10）。

�公平、平等、互恵に基づく経済協力と統合の深化。これによって域内

の投資と貿易を拡大し、生産、財、サーヴィス要素の自由移動を達成

する。

�共通の政治的、経済的、社会的価値観と制度の創出、企業と競争の増

進、民主主義とグッドガバナンス、法の支配の遵守と人権の保障、国

民参加と貧困の撲滅。

�同地域の人々が平和で、共に生活し働くことができるように地域の団

結、平和、安全の強化。

そして翌1993年9月のSADC会議（ムババネ）で全加盟国による協定の
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批准が明らかにされ、協定は93年10月5日より発効した。

1989年9月のデクラーク政権誕生以降、黒人との対話を通して南ア共和

国の将来を決める交渉は断続はありながら約4年半続き、最終的に94年4

月の南ア史上初めての全人種参加の選挙が実現し、マンデラ＝アフリカ民

族会議（ANC）議長を大統領とする国民統合政府が同年5月に樹立され、

アパルトヘイト体制は終焉した（11）。

民主化した南ア共和国は1994年8月のSADC会議（ガボローン）に出席

し、正式にSADC加盟を申請し、了承された。その後、95年にはモーリ

シャス、97年にはセイシェルとコンゴ民主共和国も加盟し、現在、加盟国

は14�国となっている。

第2章 地域安全保障機構を目指すSADC

以上、SADCCからSADCへと地域経済協力機構の性格の変化をみて

きたが、新たに共同市場として発足したSADCが直面したもう一つの問

題は、冷戦終結によって生じた南部アフリカ地域安全保障の「空白」であ

る。すなわち、冷戦期、南部アフリカ諸国の民族解放闘争には東西勢力が

深く介入し、民族解放闘争がいわば東西陣営の代理戦争の形で展開されて

きた。それが冷戦終結により東西勢力の傘がなくなり、真空地帯が生じた

ことになった。

前述したように、ジンバブエの民族解放闘争を支援するためにジンバブ

エ周辺の国々 タンザニア、ザンビア、ボツワナ、モザンビーク、アン

ゴラ が1975年にFLSを結成した。FLSは非合法化された黒人解放勢

力に武力解放闘争の基地を提供したり難民を受け入れたほか、アフリカ統

一機構（OAU）や国連の場で積極的に民族解放組織を支援してきた。しか

し、80年のジンバブエの独立、90年のナミビアの独立以降、FLSの役割

は低下していた。このFLSの復活に着目したのがシャムヤリラ（Nathan

Shamuyarira）ジンバブエ外相であった。彼は1994年5月「FLSは民主化

した南ア共和国と協力して南部アフリカ地域の平和と安定を促進する新た
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な組織に改組すべきである」と表明、これを受けてマンデラ南ア大統領も

「南ア共和国は南部アフリカが直面する問題の解決に積極的役割を果たす

つもりである」ことを明らかにした（12）。

これら一連の動きを受けて、SADCの外相、国防相が1994年7月にナ

ミビアの首都ウィンドフークに集まり、冷戦終結後の地域の平和、安全保

障について討議し、軍縮、国防費の削減、相互防衛協定の締結について勧

告した（13）。この勧告に基づき、上記課題に関する作業委員会が設置され、

その作業結果が同年8月SADC閣僚会議（ガボローン）に提出された（14）。

その骨子は、以下の通りである。

�SADC人権憲章の作成

加盟国の中にはスワジランドのように現行憲法の中に人権憲章を含

まない国もあるが、将来は全加盟国が人権憲章を持つべきであり、そ

のために加盟国の中から5名の委員を選出し、その委員会が当分の間

SADC内の人権問題を監視し、問題が起これば調査し、SADC会議に

その結果を報告する。

�地域の紛争解決

FLSとその経験が重視され、ボツワナ外相を議長として加盟国の

外相から成る「外相委員会」を設置し、交渉による政治的解決を優先

する。その際、外国の介入を避け、可能な限り地域内で解決する。

�地域安全保障

東西冷戦期の安全保障の枠組みがなくなった現在、地域の安全保障

はSADC自らが守るという原則に立ち、加盟国に対して軍事力の公

開性、国防費の削減、大量破壊兵器の廃絶、武器の密輸禁止が勧告さ

れた。また、一加盟国に対する武力行為はSADC全体に対する武力

行為とみなす「相互防衛協定」の締結の必要性が勧告された。

この勧告は同月末に開かれたSADC首脳会議（ガボローン）での批准が

予定されたが、マンデラ南ア大統領が健康上の理由で欠席し実現しなかっ

た（15）。さらに新規加盟国の南ア共和国が地域の経済大国であると同時に

軍事大国（「武器開発製造公社〔ARMSCOR〕」による武器の国産化のみならず主
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に中東向け武器輸出国ですらある）であることから、地域安全保障を南ア共

和国が担当することが要請されたが、南ア共和国は過去に周辺諸国に対し

不安定化工作を行ったという負の遺産があるため、その要請を断り、代わっ

てSADC内では開発金融を担当することになった。

ここで南部アフリカ諸国の軍事力（兵力、国防費の変化）をみておこう。

表1から南部アフリカでは南ア共和国が兵力、国防費共に突出した軍事

大国であることがわかる。一方、南ア共和国とアンゴラとモザンビークが

1993年をピークとして国防費を削減しているのに対し、他の南部アフリカ

諸国は必ずしもそうではなく現状維持か逆に漸増している国々もある。そ

の理由は次節で述べる国内紛争と連動していると思われる。

以上のような経緯を経て、1996年6月のSADC首脳会議（ガボローン）

は、前年5月のSADC外相会議が合意したSADC機関の設立に合意した。

そして機関の目的として以下の16項目を定めた（16）。

�法･秩序の破壊、加盟国間の紛争、国外からの抑圧から生じる不安定

に対し、国民を保護し、地域の発展を守る。

�加盟国間の政治協力および共通の政治的価値観に基づく制度･機構を

構築する。
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兵力＊ 1992 1993 1994 1995 1996

ア ン ゴ ラ

ボ ツ ワ ナ

レ ソ ト

マ ラ ウ イ

モザンビーク

ナ ミ ビ ア

南ア共和国

タンザニア

ザ ン ビ ア

ジンバブエ

82,000

7,500

2,000

8,000

12,000

8,100

100,000

34,000

21,600

45,000

648

100

38

19

101

67

5,300

107

62

225

1,100

140

31

20

118

57

3,900

90

58

209

515

222

31

21

105

56

3,400

88

59

196

300

226

33

21

58

65

2,900

87

62

233

225

226

38

24

65

81

2,800

88

42

251

合 計 6,667 5,723 4,693 3,985 3,840

（注） ＊TheMilitaryBalance1995／96.

（出所） Willett,S.,DefenceForcesintheSouthernAfricanRegion,ForeignandCommonwealth

Office,London,1997.

表1 南部アフリカ諸国の兵力と国防費の推移

（単位 国防費：100万ドル、1993年価格）



�相互の関心や利害のある分野で、共通の外交政策を採り、国際社会に

おける共通利害分野では、地域として団結して行動する。

�紛争予防措置や紛争解決を通して、地域の安全保障や防衛に一致協力

する。

�加盟国内および加盟国間の対立や紛争を仲裁する。

�早期警戒制度を通して加盟国内および加盟国間の紛争を防止する予防

外交を行う。

�紛争が生じた場合、できるだけ早く外交手段で紛争を終わらせる。そ

れが失敗した場合のみ、機関はSADC首脳会議がその他の罰則を課

すことを勧告する。

�加盟国内の民主的機構や慣例を尊重し、OAU憲章や国連憲章に規定

された人権の遵守を奨励する。

�持続可能な平和と安全保障を達成するために平和創造および平和維持

を促進する。

�SADCの諸機関や諸機構を支持する。

	安全保障にかかわる政治的、経済的、社会的、環境的側面を推進する。


集団的安全保障能力を発展させ、外からの脅威に対処する相互防衛協

定を締結し、地域内または大陸のどこかで要請される地域平和維持能

力を各国軍内に創る。

�国境を越える犯罪に対処するため地域の警察と治安サーヴィスの緊密

な協力を発展させると同時に、安全保障に関するコミュニティ･ベー

スのアプローチを促進する。

�武器統制、武装解除、人権、国家間の平和的関係に関する国連、

OAU、その他の国際会議や国際条約の批准を奨励し、その遵守を監

視する。


国際平和維持活動や地域平和維持活動に加盟国の参加を調整する。

�南部アフリカの平和と安全保障に影響を及ぼす地域外紛争に対処する。

以上から明らかなように、SADC機関は地域の安全保障を維持するた

め、まず団結し（3項）、地域内の紛争に関しては予防（6項）と解決（4項）
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の両者を行う。また紛争が生じた時には交渉を優先し、それが失敗した時

のみ別の手段を採る（7項）。また地域外の紛争に対しては国連やOAU憲

章に基づき、要請のあった場合、協力する（15項）。ただし、SADC連合

軍は創設せず、必要な場合、各国軍から派兵する（12項）とした。

以上のような目的を持つSADC機関が作られたが、その設立以前から、

同機関がSADCの一組織となるのか、またはFLSのようにSADCとは

別の組織となるのかをめぐってSADC内で議論がなされた。前者を主張

したのが南ア共和国であり、後者を強く主張したのがジンバブエであった。

この対立の背後には地域安全保障面で指導力を握ろうとするムガベ ＝ジン

バブエ大統領と、当時SADCの議長国であったマンデラ大統領のSADC

の合議制を尊重する立場の相違があった。結果として、同機関はSADC

首脳会議に直属するが、その他のSADC機構と独立に機能するとされ、

初代同機関議長にムガベ大統領が選出された。

第3章 南部アフリカ地域紛争とSADC機関

本章では、南ア共和国のSADC加盟後に南部アフリカ地域で起こった

いくつかの紛争に対し、SADC機関が如何に対処したかを検討する。そ

の際、前章で述べたSADC機関の諸原則が十分遵守されたか否かが検討

の課題となる。なお、この時期に南部アフリカ地域で起こった主要な紛争

としてはアンゴラ内戦、第1次・第2次レソト紛争、スワジランド紛争、

第1次・第2次コンゴ内戦があるが、アンゴラ内戦に関してはザンビアの

調停工作の結果、1994年11月にアンゴラ解放人民運動（MPLA）と反政府

勢力アンゴラ全面独立民族同盟（UNITA）との間に「ルサカ合意」が成立

したにも拘らず、UNITA側が同合意を遵守せず、引き続き内戦が続いて

いる。国連安全保障理事会もそれまで同国に派遣していた「国連アンゴラ

監視団（MONUA）」を99年3月には引き揚げることを決議し、内戦は泥

沼化しており、SADCも国連安保理決議を遵守し現在直接関与していな

いため検討から除外する。
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（１） 第1次・第2次レソト紛争への介入

1993年3月、レソト王国では軍政から文民制への移行の選挙が複数政党

制の下で実施され、バストランド会議党（BasutolandCongressParty:BCP）

が全65議席全てを獲得し、モケレ（NtsuMokhele）党首が首相に就任し

た（17）。一方、90年3月に軍政下で国王モシュシュ2世（MoshoeshoeⅡ）は

イギリスに国外追放され、代わって政治に介入しないことを条件に国王の

長男が11月レチエ3世（LetsieⅢ）として即位した（18）。しかし、92年7月

モシュシュ2世は許され帰国したため、モケレ首相は改めて前国王廃位問

題再検討委員会を設置した。これを不服としたレチエ3世は94年8月国軍

を使って放送局を占拠し、議会の解散、政府の停止を宣言し、自ら国家元

首に就任した（19）。

この第1次レソト紛争に対し、1993年選挙の正統性を尊重したSADC

は国王のクーデターを非難し、ボツワナ、南ア共和国、ジンバブエ3国の

大統領が共同して交渉を行い、モケレ政府の復活を求めた（20）。その結果、

レチエ3世とモケレは3国の仲介で8月末南ア共和国の首都プレトリアで

会談し、モシュシュ2世の復位に合意したが、モケレ政府の復活期日につ

いては合意をみなかった。このため南ア軍はレソト国境地帯に集結し圧力

をかけ、9月レチエ3世はモケレ政府復活に合意した（21）。

第 2次レソト紛争は1998年 9月に起こった。前年の97年 3月、与党

BCP内の内紛によりモケレ党首は解任され新党「レソト民主主義会議党

（LesothoCongressforDemocracy：LCD）」を結成した。98年5月に実施され

た選挙でLCDが2議席を除くすべての議席を獲得したことに対し、野党

は選挙に広範かつ組織的不正行為があったと主張し、首都マセルで大規模

な抗議行動を起こした。この事態に対し、SADCは南ア憲法裁判所のP・

ランガ（P.Langa）副裁判長を委員長とする調査委員会を任命し調査にあ

たらせた。委員会の調査結果は、不正は確かにあったが、選挙結果を無効

にするほどではないとしたため、野党側の反発は一層激化し、国軍がこれ

に加担し首都マセルは騒乱状態となった。9月、事態の拡大を恐れたモシ
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シリ（BathuelP.Mosisili）新首相はSADCに軍事介入を要請し、それに応

えてボツワナ軍300名、南ア軍600名が9月22日首都マセルに進軍し、レ

ソト国防軍と激戦となり60名以上の死者を出し騒乱は鎮圧された（22）。

以上、第1次、第2次レソト紛争の経緯をみたが、第1次紛争の際は外

交交渉による解決、第2次紛争の際は武力介入という紛争解決手段の相違

があった。ただ、両者に共通しているのは選挙の正統性を尊重するという

SADCの立場である。第2次紛争は選挙の正統性への野党側の抗議から

始まったが、SADCはまず選挙の公正さを確認し、ついでその選挙によっ

て成立したモシシリ政権の要請を受けた上で軍事介入に踏み切っている。

この点、SADC機関の諸原則を遵守したといえる。

（２） スワジランド紛争への介入

国王による専制の続くスワジランドでは、1996年1月22日、スワジラン

ド労働組合連合（SwazilandFederationofTradeUnion:SFTU）が、73年以

来続いている国家非常事態宣言の撤廃、王制の廃止、複数政党制に基づく

民主政治の実施など27項目の要求を掲げて1週間のゼネストを呼びかけた。

1月26日にはすべてのスーパーマーケット、銀行、商店が営業を停止した。

この間、治安部隊と労働組合員が衝突し、死者を出した。これに対し1月

29日、国王ムスワチ3世（MswatiⅢ）はゼネストの中止を呼びかけ、組合

側と交渉する用意があることを明らかにした。交渉の結果、警察は組合員

への暴行を停止すること、雇用主はスト参加者を解雇しないことでゼネス

トは終息した。

2月16日、国王は議会の開会演説で、数�月以内に新憲法を起草するこ

とを明らかにし、2月27日には従来の政党活動禁止を見直すという約束も

行った（23）。しかし、この約束はその後いっこうに実施されず、この事態

を重くみたSADC首脳は7月24日にモザンビークの首都マプトで臨時首

脳会議を開き、スワジランドの民主化を促進するためにムスワチ3世と交

渉を始めることに合意した（24）。このSADCの圧力を受けてムスワチ3世

は7月26日、空席であった首相職にラミニ（Dlamini）を任命し、ついで30
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名から成る憲法見直し委員会を設置し、全国民に改憲案を提出するよう呼

びかけた。しかし、この憲法見直し委員会の作業は進まず、遅々として進

まないスワジランドの民主化に対して、翌1997年2月、SFTUは再度、国

王独裁制の廃止、複数政党制の導入、改憲を求めて3週間にわたるゼネス

トを実施した。このストで交通機関は全て止まり、同国の重要産業である

砂糖産業と木材産業は操業を中断した。このゼネストに対し国王は再び強

い態度でのぞみ、警官隊はデモを行う民衆に実弾発砲した。

このような民主化の遅れに対し、スワジランドの反政府勢力は1999年4

月大同団結を行った。すなわち、ヌグワネ民族解放評議会（Ngwane

NationalLiberationCouncil:NNLC）、人民連合民主運動（People・sUnited

DemocraticMovement:PUDEMO）、SFTUが合体しスワジランド民主連合

（SwazilandDemocraticAlliance:SDA）を4月11日結成し、議長にはO・ラ

ミニ（ObedDlamini,NNLC議長）が就任した。この結成は、ちょうどこの

時期スワジランドの首都ムババネで開催されていたSADCの人的資源部

門会議に合わせて行われ、同会議に出席していたSADC諸国の労働相、

産業相にスワジランドの民主化運動を強く訴えた。同時に約2,000人の労

働者が抗議デモを行ったが、これに対し国王は警官隊を使って弾圧した（25）。

これらの弾圧を受け、SDAは同年後半、これまでの戦略を転換し、直

接行動に訴える手段をとりはじめた。それは政府機関の爆破をはかる爆弾

テロで特に王都のあるロバンバが標的となった（26）。

このようにSADC加盟国の中でスワジランドは唯一民主化が遅れ、国

王ムスワチ3世による独裁体制が続いているが、これに対し、現在までの

ところ他のSADC諸国は首脳会議を開いて憲法の見直し、政党活動の禁

止解除、複数政党制下での選挙実施をムスワチ3世に要請する以外、何ら

直接的関与をしていない。このことに対し、リーズ大学政治学部教授のラ

イオネル・クリフ（LionelCliffe）は「人権や民主的慣行の弁護といった面

での外交にすらSADCがどの程度介入する用意ができているのか」とい

う疑問を提示している（27）。
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（３） 第1次・第2次コンゴ内戦への介入

1965年の軍事クーデターにより政権を握ったモブツ（SeseSekoMobutu）

大統領は、71年に国名もザイールと改め、以来32年間独裁政治を続け、こ

の間政治腐敗が蔓延した。96年10月、モブツ大統領の健康上の不安、そし

て政府軍とフツ族系住民に弾圧された東部のツチ族系バニャムレンゲの蜂

起を契機に、L・カビラ（LaurentKabila）はコンゴ・ザイール解放民主勢

力連合（ADFL）を結成し、武力闘争を開始した。そして翌97年3月には

ザイール第3の都市キサンガニを制圧した。これに対し国際社会は即時停

戦と交渉による解決を要請、前年8月SADC議長国となったマンデラ南

ア共和国大統領は4月5日に介入し、政府とADFLとの初の和平交渉が

行われた。しかし、モブツ大統領の即時退陣を要求するADFLと停戦を

最優先する政府との主張は対立し、4月9日、ADFLは第2の都市ルブン

バシを制圧し戦闘は拡大した。5月4日、南ア共和国の再度の介入により、

大西洋上の南ア戦艦上で始めてモブツ ＝カビラの直接会談が実現したもの

の、選挙の実施を主張する大統領と権力の即時移譲を要求するカビラ議長

との話し合いは決裂した。この間、ADFLは首都キンシャサに向かって

侵攻した。マンデラ南ア共和国大統領は新たな権力移譲案を持って5月14

日に第2回直接会談を提案したが、同月16日にモブツ大統領は首都を脱出、

ADFLは17日に首都を制圧し、モブツ政権は崩壊した。カビラ議長は元

首に就任し、現行憲法を停止すると共に、60日以内に制憲議会を招集し暫

定憲法を制定することを宣言、国名もコンゴ民主共和国（Democratic

RepublicofCongo,以下、DRCと略）と改めた。これが第1次コンゴ内戦と

呼ばれるものである（28）。

第2次コンゴ内戦は早くも翌1998年に起こった。解放諸勢力の均衡の上

に立つカビラ政権に対し、98年8月にバニャムレンゲ兵士らの反政府軍

（コンゴ民主ラリー〔CongoleseRallyforDemocracy:RCD〕）が内戦に突入した。

東部を拠点とする反政府軍は隣国ルワンダとウガンダの軍事的支援を受け

た。これに対しDRCがSADCの一員であることから、ムガベ ＝ ジンバ
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ブエ大統領（SADC機関議長）は直ちに8月18 19日SADC国防相会議を

招集し、カビラ政権への軍事支援を要請した。この会議にSADC議長国

である南ア共和国は出席しなかった。ムガベ大統領はこの会議で加盟国の

半数の支持を得たとしたが、実際軍事介入に賛成したのはジンバブエとア

ンゴラの2国のほか、ナミビアが兵站協力に合意したのみであった。一方、

南ア共和国、ボツワナ、ザンビアは軍事介入に強く反対した。マンデラ南

ア共和国大統領は8月22日、首都プレトリアにDRC、ルワンダ、ウガン

ダ、ジンバブエの各首脳を集め話し合い、それを踏まえてSADC臨時首

脳会議を開催した（アンゴラは欠席）。同会議は解決策を協議したが合意に

達しなかった（29）。ジンバブエ、アンゴラ、ナミビアの3国はコンゴ内戦

の影響が自国に波及することを恐れ派兵を決定したが、南ア共和国をはじ

めとする他の加盟国は交渉による解決を主張し対立した。その後SADC

側の停戦工作が行われたが、カビラ政府が反政府軍との交渉を拒否したた

め8月末の停戦工作は失敗に終わり、ジンバブエ等3国はそれぞれDRC

に出兵した。

その後、内戦は続いたが、1999年7月10日にカビラ政府とそれを支援す

るジンバブエ等3国と、反政府軍を支援するルワンダとウガンダとの間で

まず停戦協定がルサカで調印されたが、反政府軍は調印を拒否した（30）。

続いて8月1日、反政府軍の一派コンゴ解放運動（CongoLiberationMove-

ment:MLC、ジャン・ピエール・ベンバ〔Jean-PierreBemba〕議長）が、F・チ

ルバ（Chiluba）ザンビア大統領とB・ムカパ（Mkapa）タンザニア大統領

の仲介でルサカで停戦に合意したが、その直後、政府軍の攻撃を受け停戦

協定を破棄した（31）。一方、反政府軍の主流であるRCDは8月末にチルバ

大統領の仲介で停戦に合意した（32）。

このように第1次コンゴ内戦では、SADC議長国であった南ア共和国

が仲裁者として2度にわたる交渉を呼びかけ、結局失敗に終わったがモブ

ツ独裁体制は崩壊し、コンゴは政治的民主化の基盤を整えたかにみえた。

しかし、その1年後には早くもADFLという連合政権は崩壊し、再度内

戦に突入した。この第2次コンゴ内戦は基本的に国内紛争でありながら、
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コンゴに隣接するウガンダとルワンダが反政府軍を支援して軍事介入した

ため、SADCは加盟国であるコンゴ民主共和国政府を支援しなければな

らないという立場に追い込まれたが、その手段をめぐって、交渉派と軍事

介入派が対立し、結局分裂して一部の国々が軍事介入に踏み切るという事

態が起こった。その後、交渉派のザンビアとタンザニアの仲介によって、

まず軍事介入国の停戦、次いで反政府軍が停戦に合意し、内戦は終息に向

かった。

おわりに

前章で南部アフリカ地域の安全保障機構として新たに創設された

SADC機関が地域の紛争解決にいかに関与してきたかを三つの事例を中

心に検討してきた。本章では第2章で述べたSADC機関の諸原則に基づ

き、SADC機関のそれぞれの紛争への関与の仕方を検討し、合わせてそ

の限界を考えていくことにしたい。

まず、ここで取り上げた紛争はいずれも国内紛争であり、独立前の植民

地からの解放を目指した武力解放闘争とは性格がまったく異なる。従って

SADC機関の前身であるFLSが、白人植民地政府に対する黒人反政府勢

力を積極的に支援してきた場合と事情は異なる。それは国内紛争の場合、

内政不干渉の原則があるからである。それにも拘らず、事例でみてきたよ

うにSADC機関は軍事介入も含め加盟国の紛争に介入してきた。その際、

SADC機関の介入の理由はどこにあったのだろうか。それは諸原則にも

あるように加盟国の人権、民主主義、政治的安定を守ることが地域の発展

につながるという原則に基づいている。具体的には複数政党制下での選挙

によって成立した政権の維持（レソトの事例）、国王独裁による国民の人権

無視に対する批判（スワジランドの事例）、内戦の平和的解決による政治的

安定の達成（コンゴ民主共和国の事例）として介入が行われた。その際、

「できるだけ早く外交手段で紛争を終わらせ、それが失敗した場合のみそ

の他の罰則を科す」という原則（7項）に関してはどうであろうか。ここ
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で取り上げた事例でも、レソトへの南ア共和国、ボツワナ軍の介入、コン

ゴ民主共和国へのジンバブエ、アンゴラ、ナミビア軍の介入の2例以外は

全て交渉によって当事者間の和解をはかるという方法がとられている。ま

た軍事介入の場合もレソトではモシシリ首相の要請を受けての介入、コン

ゴ民主共和国の場合、第3国であるウガンダとルワンダが反政府勢力に軍

事加担したことに対し、現政権を支持するという立場の軍事介入が行われ

た。ただこの際、SADC機関内で意見が分かれたことは前述した。

以上みてきたように、SADC機関の介入はおおむね諸原則が守られた

ということができよう。

同時にSADC機関には限界もある。それは創設後間もないということ

を前提としても、以下の諸点は問題であると思われる。 まず、加盟国の

うち軍事面で南ア共和国が突出した大国であるにも拘らず、アパルトヘイ

ト期の周辺諸国に対する不安定化工作の後遺症があるため、軍事力の行使

を可能な限り拒否していること、また内戦の続くアンゴラを除き、軍事面

で第2位のジンバブエと安全保障の指導権をめぐり対立していることであ

る。この結果は前述した第2次コンゴ内戦への介入をめぐってSADC機

関を分裂させた。

第2に、地域の一体化を目指しながらSADC機関軍は存在せず、紛争

の際、加盟各国軍が調整して出兵するという体制がとられていることがあ

る。これには維持費など経済的理由が大きいと思われるが、出兵の即応性

と指揮系統が問題となる。

第3は、現在までのところ早期警戒体制を含め予防外交の制度が確立し

ていないことである。地域経済協力機構としてのSADCを通し加盟国間

の対話は頻繁に行われているが、地域安全保障についても早急に制度を整

える必要がある。特に1994年10月に内戦が終結したモザンビークで、それ

まで使用された武器が周辺諸国に流出し、武力紛争を起こす可能性があり、

その取締りも含め予防外交の重要性は極めて高い。

第4は、アンゴラ内戦解決に対するSADC機関の無力さである。SADC

加盟国であるアンゴラに対してはSADC首脳会議などを通じて、これま
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で何度も当事者間の交渉による内戦の早期解決を呼びかけてきたが、効果

はなく、現在は国連安保理のMONUAの引き上げ決議に合わせて、介入

をやめている。南部アフリカの経済発展は地域の政治的安定が前提である

ことを考えると、1975年の独立以来続くこのアンゴラ内戦の解決こそ、S

ADC機関に課せられた最大の課題であるといえる。

現在、国連もOAUもアフリカ大陸で多発している地域紛争、そのほと

んどは国内紛争に対し、その解決を地域機構に委任するという方針をとっ

ているが、地域機構内の紛争を同じ地域機構が解決するという方法には限

界があるように思われる。
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